
(建技様式第3号 )

人材開発支援助成金 (建設労働者技能実習コース(経費助成・賃金助成))史給申請書
[建設事業主用 ]

労働局長殿 中請日 年 月

人材開発支援助成金 (建設労働者技能実習コース)の支給を中請します。

日

。この い 。

してください。
①計画届の認定番号

所在地
T

電話番号 日中連絡先

Eメークレ
@

フリカ ナ

名称

中小
建設事業主等

7リ ア,ア

代表者
役l職名 氏ネ

所在地

電話番号 Eメールアドレス Q
フ,力 'ナ

ネ款

②申請者情報

※該当するものにO

(提出代行者
事務代行者)

代理人

または

社会保険労務士

フリガナ
代表者

役職名 氏名

イ 建設業 (建設工事)の種類 口 常用労働者数 人 ( 人 )

ハ 資本金・出資総額 円 雇用保険料率 1,000分 の

ホ 建設業許可碁号 ( 大臣  / 知事  )※ 該当する1)の にO 第 号

へ 雇

'日

保険適月〕事業所番号

卜雇用管理責任者の氏名・員数 氏名 員数 他 人

③事業内容等

チ 担当者
フリガナ
氏名 役賊

事業主の名称

かイ■
‐
地

原用保険料率 1,000分 の 雇用保険
適用事業所番号

④訓練を主催した事業主

※申講事業主と異なる
場合のみ記載

担当者
ク)カケ

氏名 役職

⑤実施日数・剃問 日数 日 訓湾末開夕今日 年 月 日 ( ) 訓練終了日 午 月 日 (  )
日1)

■) 日

白ら実施した

所属事業主団体が実施する講習等を受講させた (所属事業主団体に委託した場合合む)
近i, □

゛ ) 口 學栗三Xは事莱主団体と共同で実施

⑥一I実習内容
(裏面2(5)の番号を選択)

⑥ 2実施方法
※該当するものにア

V' 上 HE l,又 は工)の場合で講習等の一部を自ら実】色した

⑥ 3受講方法(複数選択可) ① □ 通学制 ②  □  llll時双方向型の通信制 ③ □ 五ね信制 ④ 口 oラーニング

⑥ 4実施する実習の名称 ③ 5実習実施機関名

⑦本事業の実施や対象労働者に関して
公共機関からの補助や助成金の有無 ) 無有   (名 称

⑤訂1練を受講する労働者からの費用徴収の有無 有 無 ③その他費用徴収の有無 円 ) 費(有   (

対
イ
象労働者数 (人 ) 対象労働者経費 (受講|

(1人歩jた り洋子昔ケB】
`F

十等)
)

助成率 中諦額 (円 )※ 1 ※労働局司邑八相

⑩
中
請
額
等
記
入
榊

経
費
助
成

企業全体の雇用保険被保険者数
が20人以下の事業主の場合

× × 3/4 助成額 (円 )

申講者以外の雇用保険適用事業所の有無 有 無

雇用
21

企業全体の

保険被保険者数が
人以上の事業主
の場合※2

35歳未消l 7/10

35歳以上 9/20

中小建設事業主以外の事業主の場合
(女性のみ対象 ) 3/5

貸
金
助
成

支給中請内訳書 1)の (合計)を転

“

己し
｀
Cください。

受講者のうち、
速l‐殺キャツアアップシステム技能者情報登録を数(人 ) 助成額 (円 )

「対象労働者数X10万 円」を上回る場合は、 X10万 円の値を記入してください。※1

※2 ついて、35歳未満及び35歳以上の文、l象者毎に対象経費を分け 数で按分し'〔記入し
0支給申講香受理年月 日 日年    月 0文給決定年月 日 年   月   日
経費助成 0支綸決定:岳 号 0支給決定金額 円

賃金助成 ●支給決定番号 ●支給決定金額 IЧ

●支給決定金rtti合 ,| 円

局長 課長 課 長 布R佐 係畏 担 当 備考

※
労
働
局
記
入
相



(建技様式第3号の裏面)

人材開発支援助成金 (建設労働者技能実習コース(経費助成・賃金助成))支給申請について

1 提 出上の注意
0)支綸要件に当たつては、人材bH発支援助成金 (建設労働者技能実習コース)に係る支給要領及び建設事業主等に対する助成金パンフレットを必ずご確認ください。
12)交建設労働者技能実習コース鶴 費助成・賃金助成)の支綸を受ける場合、この申講書は、次により技能実習等が終了した日の翌 日から起算して2ヶ月以内に管轄χ働局又はハローワークに

提出して下さい。
イ 中小建設事業主がその雇用する建設労働者のみを対象に技能実習を実施したときは、この中請書により建設労働者技能実習コース(経費助成)の助成金及び建設労働者技能実習
コース(賃金助成)の助成金の支給申請を 括して行つて下さしヽ
口 中小建設事業主がその雇用する建設労働者と併せて中小文L設事業主と直接の下静関係にある中小建設事業主 (以下「下請中小交と設事業主Jという。)の雇用する質L設労働者も対

象に技能実習を実施したときは、次により助成金の支給申講を行って下さい。
(イ)下講中小建設事業主の雇用する労働者を算定対象として、元諦中小建設事業主が経費助成を中請する場合は、下講中小建 l“支事業上の当該労働者に対する賃金支払いの事実が確

認出来る賃金台帳 (写)等を添付して下さい。
(口)元訥中小建設事業主が実施した1日 3時「3以上の技能実習を、その服用する建設労働者に受けさせた下請中小建設事業主の建設労働者技能実習コース (賃金助成)の支給申誇に
ついては、当該下請中小建設事業主が別途本様式 (え↑技様式第3号)により行うことになります。
ハ 中小建設事業主団体が実施した1日 3時間以上の技能実習を、その雇用する建設労働者に受けさせた中小建設事業主団体の構成事業主又はその下講中小女と設事業主の建設労働者

技能実習コース(賃金り」成)の文給中請については、当該構成事業主又は下請中小建設事業主が別途本様式 (建技様式第3を )により行うことになります。
‐ この中請書には次の書類等を添付して下さい。
(イ )1受講者名簿及び人材 r,円発支援助成金 (建設労働者技能実習コース(経費助成・賃金助成))の助成金支給申講内訳書 (建技様式第3号別紙 1)」 、通信制、eラーニングの場合は修了証
(口)労働保険料概算・ユ増加概算・確定保険料申告書 (写)又は労働保険料等納入通知書 (写 )
(′

'中
小建設事業主又は建設事業主であることを確認できる書類 ((― )賃金台帳 (写 )、 (→ 粧業規則 (写 )、 雇用契約書 (写 )、 休 ロカレンダー等の受講

者の所定労働 日及び所定労働時間が分かる書類 (写 ))
(へl出勤簿 (写 )、 タイムカード(写)等の訓練期間中の出席状況を確認するための書類、(卜)技能実翌

"l間

内に、時間外手当 (時間外及び休日労働)を支払つた日、又は振替休 日とし

た日がある場合は、時間外手当、制増賃金支払い証明誉来休 日(出よ切】
`・

振誉)証明吉 (建技様式第3号別紙4)(チ)各所要費用の領収書 (写し)、 ())実施 Hごとの科 日時間数
が分かるカリキュラム

lメ)技能実習を登録教習機関等に委託して実施した場合は、技能実習委託契約書(建技別様式第3=D(写しl若しくは受講申込書 (訓練名称・期間、委託費・受講料等が明記されたものX写しl
lの 指導員・担当科 目表 (建技様式第3号別和(2)及 び指導貝の履雁書等 (⑥ l「実習内容 Iが 1又は5に該当し、計画の届出時かと)変更がある場合 (登録教習機関等に委託する場合を除く。))

(フ)その他労働局長が必要と認めるもの
(ワ)技能実習の開始 日時′くで企業全体の雇用する雇用保険被保 [父者数が20人以下かつ、技能実習を実施した事業所以外に雇用保険適用事業所を有する場合は「事業所確認粟 (建技

様式第3号別紙 3)」

※ 添付書類の写しについては、原本からば、記及び別途作成したものではなく、根拠法令に基づき、実際に使用者が事業場ごとに三問製し、記入しているもの、

または原本を複写機コ昭いて複写したものとする。

2 記入上の注意
(1)①「計画届の認定番号」欄は、労働局が受理した本助成コースの計画届 (写)記哉の番号を記入して下さい。(計画届の提出をしていない場合は不要 )

(2)② l申請考情報J欄は、当該助成金に係る事業主等の名称、代表者の役月段及び氏名、所在地を記入して下さい。また、申請者が代理人の場合、1申 請者 JI円に当該助成金に係る事業主等

の名称、代表者の役職及び氏名、所在地を記入した上で、申請をの氏名等の記歳をして、委任状(任意様ュtl(原本lを添付して下さい。

また、中諦なが社会保険労務士法施行規則第16条第2項に規定する提出代行者又は同施行規則第16条の3に規定する事務代理者である社会保険労務士である場合は、彗該助成金に係

る事業主の名称、代表者の役】税及び氏名、所在地を記入するとともに、提出代行者又は事務代理者の名称、氏名、所在地を記入して下さい。

(3)◎ 1事栄内熔等」オ用は、次により記入して下さい。

イ 「迩設業 (費と設工事)の市「l類」相は、更と設業法 (昭和24年法律第 100号)第2条第1項に定める別表の建設業の種類を記入して下さい (支綸要領別表2を参照。)。

口「常用労働者数J欄は、当該企業の常用労働者数を、また、()内には当融クス事業所の常用労働者数を記入して下さい。

なお、常用労働者とは、2か月を超えて使用される者 (実想として2か月を超えて使用されている者のほか、それ以外の者であつても雇用

'切

間の定めのない者及び2か月を超える雇用

期間の定めのある者を含む。)であり、かつ、週当たりの所定労働時FBが、当該事業主に雇用される通常の労働者と概ね同等 (現に当該事業主に歴用される通常の労働者の週当たりの

所定労働樹も‖Jが 10時間である場合は、概ね40時間である者をいう。ただし、労働基準法 (昭和22年法律第49号 )の特例として、所定労働時間がいまだ40時間を上回つている

場合は、「槻漁同等 1とは、概ね当該所定労働時間を指す。)である者をいいます。

アヽ 「資本企・出資総額J欄は文給中講I時における資本金又は出資の総額を記入して下さい。

卜「雇用管理責任者の氏名・員数」欄は、建設労働者の雇用の改善等に関する法律 (昭和51年法律第33号)第5条第1項に規定する雇用管理責任者として選任した者の氏名及び

その数を記入して下さい。

(41④「副I練を主催した事業主 1欄は、割1練を主催した事業主が可I講事業主と異なる場合のみ言己入して下さい。

(5)⑥ -1「実習内容(裏面 2(5)の番 号を選択)J欄は建設労働者に受けさせる技能実習の番 号を次表より選択してくださいぅ

(6)①「本事業の実施や対象労働者に関して公共機関からの補助や助成在の有無J襴が「有」の場合は助成対象とならない場合があります。

(7)⑥「訓練を受講する労れ駒者からの費用の徴収の有無」イ司が
'有
Jの場合、助成対象となりません。

(8)③「その他費用徴収の有無J襴は、⑦や①以外に技能実習を実施するにあたり費用を徴収している場合は金額を記載してください。算定対象額から差し引くこととなります。

(9)⑩「中講額等記入相Jは、次により記入して下さい。

イ「対象労働者数J欄は、講習総参加者数のうち、建設の事業の雇用保険料事(令和6年度は1,000分の185)の雇用保険適用事業所に所属している建設労働者

の数を記入して下さい。また、その内訳を別紙「受講者名簿及び人材 ,偶発支援助成金(建設労働者技能実習コース(経費助成/賃金功向 )

の助成金支給申請内訳書(建技襟式第3号別l紙 1)Jに記入のうえ、この中講春に添付して下さい。

口「対象労働者経費(総額)」相【経費助成】は、前記1の0)の二(チlの各所要費用の領収書(写しlの金額の所要経費の合計額を記入してください。

ハ 十申請額J襴【賃金助成】は、1受講者名簿及び人材開発支援助成金(建設労働者技能実習コース(経費助成・賃金助成))の助成金支給申請内訳書l建技様式第3号

別紙1)」 の②「交笹設労働者枝能実習コース(賃金助成)の功成金支給申請内訳J相の申請額の合計窮踊を
鰤し入して下さい。

工「経費助成」と俳せて「賃金助成Jの助成を受けたいときは、木様式に一括で記入して下さい。

ホ「企業全体の雇用保険被保険者数20人以下(21人以上)Jについては、技能実習の開始日時点の雇用保険被保険者数となりま

'■へ 1企業全体の雇用保険被保険者救20人以下の事業主Jの場合、1申訥者以外の雇用保険適用事業所」が 布」の場合は、十事業所確認票(建携鰊式第3号別券氏3)Jを添付してください。

3 その他
定の要件があります。

て5年間保存して下さい。
①
②
③
①
⑤

は、

番号 実習内容 番号 実習内容

1 建設工事における作業に直接関連する実習(2から8以外のもの) 5 職業白t力 開発促進法に規定する技龍検定試験のための事前講習

2

3

労働安全衛生法でためる特別教育

労働安全衛生法に基づく危険有告業務従事者に対する安全衛生教育

6

7

建設業法施行規則に規定する登録基幹技能者諦フ

技能継承に係る指導方法の向上のための瀞習

4 労働安全術生法に基づく教習および技能講習 8 建設業法で定める技術検定に関する講習

てヽ不明な点がありましたに,、
100円 未満切

なヽど

ていただきます。


